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ならず世代内での公平を重視 した改革 という方向性を明記 している。すなわ





引 き上げを議論する場合,ラ イフサイクルにおける税負担の格差が常に注 目
されて きた。









というのが,こ れか らの消費税負担を考えるうえで重要なポイン トとなる。
個人を一年間の短期で見て しまうのは,稼 げる時期にある人 と稼げない時期




下 してい くため,単 一税率である消費税の負担は逆進的 となる。 ところが,
消費関数論争で も取 り上げられたように,ケ インズ型の消費関数は短期にお
いて整合的であって も,長期においては必ず しも整合的ではない。すなわち,
必ず しも平均消費性向はライフサイクルを通 じて所得の増加 とともに低下す
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えるのか,あ るいは子や孫の代まで含めて生涯を考えるのか という問題 もあ





同一世代内における生涯での消費税負担を計測するのは難 しい と考えるか も
しれない。
しか し,年齢 と所得をクロス したデータを利用すれば,生涯における税負
担は計測 していないか もしれないが,同 一世代内での消費税負担の格差を議
論することは可能である。この作業を行うためには,郵政研究所が調査 した
『家計における金融資産選択(平 成16年度)』の個票データが必要となる。本
論文の 目的は個票データを利用 して,世 代間の消費税負担のみならず,世 代
内での消費税負担 とその格差について分析することにある。
従 来 の 消 費 税 負 担 の 計 測 に関 す る研 究
1968年以来,ア メ リカではある特定 の個人 を継続的 に追って生涯の所得や
消費行動 を調査 したデ ータPSIDが利用可能 となった。その結果,生 涯所得 を




を利用 して所得階層別 に生涯所得 を推計 してお り,年 齢 と所得の プロファイ
ルが 山な りになるため,年 間 と比べ る と生涯で は各 タイプにお ける租税の累
進性,あ るい は逆進性 は弱 まってい る とい う結 果 を出 した。 その後,Lyon
andSchwab[1995;pp.392-405.]がPSIDを利用 して性別,年 齢,結 婚 出
身地域 宗教等 を説明変数 に して 回帰分析 を行い,生 涯所得 を推計 した後,
酒 と砂糖の消費税負担 を分析 している。 もっ とも,LyonandSchwab[1995]
の研究 は個別消費課税 に限定 されてお り,一 般的 な消費課税 について は議論
されてい なか った。
したがって,CaspersonandMetcalf[1994;pp.734-743.]ではPSIDを利
用 して生涯の観点か ら一般的 な消費課税の負担 を推計 した。具体的 には,性
別,年 齢,学 歴,出 身地域で 回帰分析 を行い,生 涯所得 を推計 した後,生 涯
にお ける消費税の逆進性 を計測 してお り,結 果 として,生 涯 において消費税
は逆進的であるものの,そ の逆進性 の度合 いは年 間に比べて弱いことをCasper-
sonandMetcalf[1994]は確認 している。 このよ うにアメ リカで は個 人の生
涯デ ータが整備 されてい るため,生 涯 にお ける税負担の分析が盛 んに行 われ
て きた。
一方で,日 本で は家計経済研究所でパ ネルデ ータを作成 しよう とい う試み
が行 われてい る ものの,ア メリカの ように特定の個人 を生涯で継続的 に追 っ
たPSIDのようなデー タは存在 してい ない。 したが って,生 涯所得の推計 につ
いて は様 々な制約 を抱 えなが ら,理 論的あ るい は実証的 に分析 を試み る しか
なか った。具体的 には,様 々なパ ラメータの設定 を恣意的 に仮定 して将来消
費 を推計 した後,生 涯 にお ける消費税負担 を分析す る とい う作業が行 われて
い る。橋本[1993;19-26頁]では将来消費 を効用関数に基づ き推計 してお
り,そ の上で生涯 にお ける消費税負担 を分析 してい た。 したが って,様 々な
パ ラメータを どの ような値 にす るか によって,消 費税負担の結論が異 なって
しまう とい う問題点 を抱 えてい る。それ ゆえ,将 来消費の推計 には様 々な工
StatisticsCanadaSurveyofConsumerFinanceのデ ー タ を利 用 して,年 間 と生 涯











涯で実際に負担 した消費税の計測は行っていない ものの,消 費税の負担論を







消費税負担額を推計 していた。結果 として,生 涯において消費税は逆進的で




られるのが,個 人の年齢 と所得をクロス したデータを作成 して,世 代内で消
費税負担の格差を議論する方法が考えられる。この作業を行うためには個票
データを利用 しなければならないが,か つては情報開示に様々な規制がかけ
られていたため,個 人の年齢 と所得をクロス したデータを作成するのが困難
であった。
しか し,近年では情報の開示 も進み個票データを利用 した消費税負担の計
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減税率の設定 と給付付 き税額控除による消費税の逆進性緩和策を分析 した。
結果 として,消 費税率を10%まで引き上げたとしても税額控除の効果が大 き
いため,第1所 得階層の税負担は減少するが,食 料品に対する軽減税率の設
定ではそのような効果があまり見 られないことを八塩 ・長谷川[2008]は確




第IV分位,第V分 位まで満額給付 した場合,消 費税の逆進性がいかに緩和さ
れるのかを議論 している。その結果,低 所得の世帯ほど消費税実効税率低下
幅が大 きくなるため,そ の逆進性が緩和されることを高山 ・白石[2011]は
明 らかにした。






























そのため,今 度は各世代における消費税負担率を個票データか ら計測 してみ
よう。図2に は年齢階層別における消費税負担率の変化が示されている。
図2を 見ると,20歳前半にかけては消費税負担率が約3.25%から4.75%







世代で消費税負担率は低 くなっている。これは図1に 示 したように年功序列
による所得の上昇の影響を受けている部分 もあるが,そ れに伴って消費額 も











ることは所得の稼げない時期にある個人 と稼げる時期にある個人 とを比較 し








表1に は給与収入 と事業収入の合計 となる世帯主の収入(以 降これを世帯












ているもの と思われる。それ以外に,扶養 している子供が独立 しているか ど
うか も変動係数が大 きい原因の1つ として考えられよう。
表1各 世代内における世帯収入,消費税額及び消費税負担率の記述統計
単位:万円,%
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 変動係数 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 変動係数
世帯収入2024 io 50D 790.0223DC125.210.56消費税負担率6569 90 2 ma 37 isi 0.40"
消費税額2024 10 2.2920C 77 2.8 0.36 世帯収入7074 337 ヨ5〔1 7000.0924.94.1.41,109
消費税負担率2024 ]0 LO 10.2 40C 1.600.3i 消費税額7074 3ヨ7 2.2 4ロ 1 13.1 5.2 0.4'x9
世帯収入2529 11 90!〕〔 10200.0431.21X59321.i4消費税負担率7074 3ヨ7 41 10A 38 1.5 0,401
消費税額2529 17 ヨ4 29.8 !l47 4.100.35 世帯収入7580 25 ヨ〔1〔1 2100.0388.13[751osis
,讃税負担率2529 17 21 5.9 ヨ2 1.150,351 消費税額7580 25 57 49.1 12.8"5門 0,523
世帯収入3034 34 80.030DI〕IX45L5 259.00,637消費税負担率7580 25 57 ll.7 4ao is 0,401
消費税額3034 34 2.8 4591 1ヨ2i 5.050.38 世帯収入20代 287 5D口 iota〔トCI 3521 F008 1,723
消費税負担率3034 34 ヨ i.5 ヨD Ll2 0,370 消費税額20代 287 2.2 22.8 ioo 4.0 0,406
世帯収入3539 32 100.030000C558.8309.250.54 消費税負担率20代 287 2t ioz 35 i;3 0,316
消費税額3539 B2 4.0 5it 15.3 6.0ヨ 0,392 世帯収入30代 56 80.03000.05249 285.20,595
;讃税鯉 率3539 32 2 85? ヨ1〔 iis 0.37 消費税額30代 66 2.86 S.t tas 5.6 0,395
世帯収入4044 391 58,0C2675C672.9?55"30,535消費税負担率30代 66 2 857 30° ii 0,372
消費税額4044 391 2.8 45.1116'9C6.480,383 世帯収入40代 84 58.05450.0vヨ17 462.5°0,632
消費税負担率4044 39 5 7.6 2.8 1.150400 消費税額40代 84 2.8 119.21A8 7門 0,434
世帯収入4549 45 601〕〔 50.0 "82.55ヨ0.820,618消費税負担率40代 84 21 28.5729 i5 0,534
消費税額4549 45 4.0 114.2918A 8.5ヨ 0460 世帯収入50代 95A 5ロ 440nO"76.0444.50,513
消費税負担率4549 45 21 2857 2.9 1.8 0,624 消費税額50代 967 ii 08.5i1." 76 0,430
世帯収入5054 4. 72.030DI〕OC胃ヨ51 407/00,626消費税負担率50代 567 ヨ 171 27 1ヨ 0,491
消費税額5054 4. 11 685i 18.8 7.5G0,416 世帯収入60代 85 250 8560.0579.0[590.41,020
消費税負担率5054 4. 4 10.:32.7 i2s 0467 消費税額60代 85 iii 151.4ias 8.Ci0,595
世帯収入5559 49 500 4400.0i78119"8.180,615消費税負担率60代 85 2 43.4 35 2.4 0,689
消費税額5559 49 2.8 58.5"1"2i o 0442 世帯収入7080代 59 ヨ〔1〔1 70CGO口 909.0411.901.00"
;讃税負担率5559 99 ヨ9 iii 2.7 1.41 0,514消費税額7080代 59 57 49.1 13.015.4 0,498
世帯収入6064 45 25!〕C745〔10 6'51.8591.97o.sos消費税負担率7080代 59 41 10"1 3.9 1.550,404
消費税額6064 45 2.29151.915.7 588 0,596世帯収入サンブル全体 421 2 10201〕6067 491.40.81G
,韻税負担率6064 45 4 4ヨ9 ヨ41 3.0ヨ 0,889消費税額サンブル全体 421 05月 151.4315.4 7.510,480
世帯収入6569 4〔1 4GD 8560.00495.575?8.1ヨ1.16i消費税負担率サンプル全体 421 oa口 43.4332 1門 0,536


















とかなり大 きくなってお り,これが世帯全体の値を大 きくしているもの と思
われる。 もっとも,消費税負担率の変動係数が世代内で大きかったとしても,
それは世代内に消費税負担率の格差があるということを示 しているだけで,











お り,消費税の逆進性緩和策を講 じたとして も有効に機能 しない もの と推測
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上昇 してい く職業 と,逆に低下 して行って しまう職業 との問の所得格差があ
ることを示唆 している。また,高齢世代にある高所得者がより多 くの消費を
行うことで,消 費税をたくさん支払っている可能性 もある。 したがって,消
費税の逆進性に対する緩和策を行った場合,こ れ らの高齢者世代内では有効














係数 t値 決定係数 係数 t値 決定係数
(定数) .296 .956 .333(定数) .794一5.644 .617
世帯収入対数2024 .432 7,408 世帯収入対数7074 .56223,292
(定数) .000 .000 .312(定数) 一1.202 一6.526 .603
世帯収入対数2529 406 9,007 世帯収入対数7580 .63319,789
(定数) .074 .313 .262(定魏 .488一2.735 .449
世帯収入対数3034 .42511,020 世帯収入対数20代 .48215,307
(定数) .186 .797 .311(定数) .205一1.234 .298
世帯収入対数3539 458 12,197 世帯収入対数30代 .45416,857
(定数) .302一1.489 .368(定数) .065 .512 .379
世帯収入対数4044 .47815,116 世帯収入対数40代 .44522,711
(定数) .139 .853 .381(定数) .274一2.375 .423
世帯収入対数4549 417 16,708 世帯収入対数50代 .47126,648
(定数) .281一1.501 .368(定数) .005 .055 .451
世帯収入対数5054 .47616,615 世帯収入対数60代 .42626,556
(定数) .262一1.820 .474(定数) .968一8.592 .609
世帯収入対数5559 .46721,061 世帯収入対数7080代 .59230,461
(定数) .244 1,715 .386(定数) .goo一8.471 .498
世帯収入対数6064 .38716,995 世帯収入対数サンプル全体 .49064.64
(定数) .315一2.285 .520
世帯収入対数6569 .48120,819

































るため,消 費税負担の軽減効果が低所得者に限定される。 したがって,消 費
税の逆進性を緩和させる手段 としては極めて有効であ り,実際カナダで もこ
の方法を採用 している。 日本で も給付付 き税額控除の導入を検討 してお り,
それに伴う形で給付付 き税額控除による消費税の逆進性緩和効果が どの くら
いであるかの研究も八塩 ・長谷川[2008],橋本[2010],鈴木[2010],田代
[2011],高山 ・白石[2011]等を中心に盛んに行われるようになった。
橋本[2010],鈴木[2010]では 『家計調査』か ら得られたデータを利用 し
て分析を行っている一方で,八 塩 ・長谷川[2008],田代[2011],高山 ・白
石[2011]では個票データを利用 して消費税負担の格差を推計 している。本
分析で も八塩 ・長谷川[2008],田代[2011],高山 ・白石[2011]と同じよ








要な消費税率の引 き上げを行うべ きか否かは,ラ イフサイクルにおける税負
担の格差を考慮 しなければならない。すなわち,個人を一年間の短期で見て
しまうのは,稼 げる時期にある人 と稼げない時期にある人 とを比較 して しま








生涯での消費税負担を計測するのは難 しい と考えるか もしれない。
しか し,年齢 と所得をクロス したデータを利用すれば 生涯における税負
担は計測 していないか もしれないが,同 一世代内での消費税負担の格差を議
論することは可能である。本論文では郵政研究所が調査 した 『家計における
金融資産選択(平 成16年度)』個票データを利用 して,世 代間の消費税負担
のみならず,世 代内での消費税負担 とその格差について分析 して きた。



















策を講 じることで若年世代 と高齢世代の消費税負担を和 らげるように機能す
るように思える。ただ,現在の一律5%で 課税する日本の消費税は若年,あ
るいは高齢の世代内において必ず しも逆進性が強い とは言えない。 したがっ
て,逆 進性緩和策について も,と りわけ低所得者のみをターゲ ットにした税
額控除を行ったとしても若年世代,特 に20歳前半の世代内,あ るいは高齢世
代,特 に65歳以降の世代内においては有効に機能 しないものと思われる。 も
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AnAnalysisoftheCurrentInter-andIntra-generational
IncidenceinJapan'sConsumptionTax
TASHIROMasayuki
Abstract
Recentacademicresearchonconsumptiontaxhasshiftedfromananalysis
onannualperspectivetolifetimeissue.Ifwecanuselifetimeincometospend
lifetimeconsumption,ornamelyifwecanexplainthelifetimebehaviorofJapa-
nesehouseholdusinglife-cyclehypothesis,Consumptiontaxisproportional
innature.Toconstructameasureofconsumptiontaxincidenceoverthelife-
time,wecanusethePanelStudyofIncomeDynamics(PSID),anannual,lon-
gitudinalsurveycontainingincomeandotherdemographicinformationonin-
dividualsampleofAmericanhouseholdsince1968.
Unfortunately,therearenoannual,longitudinalanalysisbasedonincome
andotherdemographicinformationonindividualsampleofJapanesehouse-
hold.Consequently,consumptiontaxincidenceonindividualsampleofJapa-
nesehouseholdoverlifetimehasnotbeenclear.Accordingly,ourresultssug-
Bestthatitmaybeverydifficulttodrawawidelyacceptedgeneralconclusion
onlifetimetaxincidence.
Butestimatingcross-sectionaldataofageandincomeasproxyforlifetime
incomewillenableconstructingameasureofintragenerationalincidencein
Japansconsumptiontax.Tispaperconstructscross-sectionaldataoage
andincomeusingmicro-dataofJapanesehousehold.Therefore,thepurpose
ofthispaperistodiscusstheregressivityofinter-andintra-generationalin-
cidenceinJapan'sconsumptiontax
Themajorfindingsinclude(1)Estimatingconsumptiontaxincidenceinus-
ingmicro-data,ataxburdenonconsumptionisparticularlyheavyintheage
groupofthoseinearlytwentiesorafterfifties,(2)aconsumptiontaxplaces
lessregressiveburdenonthoseinearlytwentiesorafterlatesixties.
